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１. 中華人民共和国関税法 

2024年4月26日に、「中華人民共和国関税法」（以下「本

法」という。）が公布され、同年12月1日から施行される。 

本法は、関税に関する特別法として、現行の関税制度の安

定性を維持し、全体的に税負担の水準を保持するとともに、

現行制度及び関連政策を改善し、法律に昇格させるものであ

る。 

関税法は、7章合計72条から構成されており、主な内容は以

下の通りである。 

１、関税適用範囲の明確化：中国が輸出入を許可する貨物

及び入国物品には、本法、関連法律及び行政法規の規定に従

って関税が課される；関税の納税者は、輸入貨物の荷受人、

輸出貨物の荷送人、または入国物品の携帯者もしくは受取人

である；越境ECの発展に備えて、越境ECプラットフォームの

経営者等の源泉徴収義務者を明確に規定した。 

２、関税の税目税率の設定、調整、実施の規範化：関税の

税目税率が含まれている輸入出税則が本法の不可欠な部分で

あることを明確した；最恵国税率、協定税率、特恵税率、一

般税率、輸出における輸出税率、輸出入における関税割当税

率、暫定税率など関税率の種類を明確した；各関税率の適用

と調整メカニズムを規定した。 

3、課税額、税制優遇措置、特別な状況における関税徴収等

の制度の健全化：従価税、従量税、複合税で課税額が計算さ

れること規定し、現行の関税課税価格確定規則を維持してい

る；関税優遇政策を策定することを国務院に授権し、それを

全国人民代表大会常務委員会へ届出をする；現行関連政策を

維持し、減税免税貨物、保税貨物、一時輸出入貨物と物品な

ど特別な状況における関税徴収について規定を設ける。 

4、国際的な経済・貿易規則に従い、関税徴収・管理制度を

健全化させること：貨物の引き取りと税額の決定を分離して

関税徴収を管理できることを明確化した； 納税者と源泉徴収

義務者が規則に従って税金を申告納付する税関を選択でき

る；納税者及び源泉徴収義務者がまとめて関税を納付できる

実務上の慣行を法律規定に昇格した；納税者が関税の過払い

を発見した場合、税金の還付を申請できる期間が 1年から 3 年

に延長された；税関が関税の過払いを発見した場合、速やか

に納税者等に還付することが明確にされた。 

5、関税対応措置の充実化： 現行のアンチダンピング、相

殺、セーフガード措置などの関税措置や報復関税の賦課を維

持しつつ、中国と締結しており、又は双方ともに参加してい

る国際条約及び協定における最恵国待遇条項や関税優遇条項

を履行しない国や地域に対して、相互主義の原則に従って相

応の措置を講じることが追加された；関連措置は、中国が関

連国際条約に基づく義務に適合する方法で実施される。な

お、関連措置の実効性を確保するため、本法第二章及び第三

章の関連規定を回避し、合理的な商業目的がない課税額の減

額行為について、関税の調整等の迂回防止措置をとることが

できることが明確にされている。 

URL：中华人民共和国关税法__中国政府网 (www.gov.cn) 

2. 海外で製造され、既に中国国内で販売されている医薬品

の国内製造への移管に伴う登録申請の最適化に関する事項に

ついての公告 

国家薬品監督管理局は2024年4月23日、「海外で製造され、

既に中国国内で販売されている医薬品の国内製造への移管に

伴う登録申請の最適化に関する事項についての公告」を公表

した。 

同公告によると、中国で登録されている海外生産医薬品を

中国に移管して製造する場合、国内申請者は、医薬品の市販
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１ 商標法改正案（意見募集案）

１ 「会社法（改正草案二次審議案）」

２ 「民事訴訟法（改正草案）」

３ 「増値税法（草案）」

４ 「国務院による天津、上海、海南、重慶において行政法規規定の実施を一時的に調整することに関す

る同意の回答」
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https://www.gov.cn/yaowen/liebiao/202404/content_6947843.htm
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登録申請の要件と手続きに従って申請書を提出しなければな

らない。既に中国で登録されている海外生産医薬品を国内生

産に移管する場合、申請者は、海外生産医薬品の元登録申告

資料及び国内生産に移行される関連研究資料を提出して、医

薬品の市販登録申請を根拠づけることができる。具体的な申

告資料要求は、国家薬品監督管理局の薬品評価センターが別

途策定し、公布する。国家薬品監督管理局は、国内生産に移

管される原薬の化学薬品及び生物学的製剤の市販登録申請に

ついて、優先的に審査・承認する。 

URL：

https://www.nmpa.gov.cn/xxgk/ggtg/ypggtg/ypqtggtg/202

40423144218148.html 
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